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プラスチックは我々の生活に様々な形で深く浸透し、多くの利便性と恩恵をもたらして

いる一方で、プラスチックごみは、海洋汚染、地球温暖化、外国政府のプラスチック輸入

規制など地球規模の環境問題の一因となっています。 

こういった状況の下、国においては「プラスチック資源循環戦略（令和元年５月）」が

策定されるとともに、「今後のプラスチック資源循環施策の基本的方向性（令和２年９月）」

及び「今後のプラスチック資源循環施策の基本的方向性を踏まえた主な施策について（令

和２年 10月）」が示されるなど、プラスチックの２Ｒ（リデュース、リユース）や循環利

用を進める必要性が高まってきています。また、令和２年７月にはレジ袋有料化が義務付

けられ、レジ袋の過剰な使用が抑制されるとともに、マイバッグの持参が進むなど私達の

ライフスタイルの変革が進みつつあります。 

一方、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、衛生面等からプラスチックの有用性

が再認識されているほか、プラスチック製ストローなど障害のある方の暮らしに必要不可

欠なものもあります。 

また、ＰＯＳＴコロナ社会に向けては、単にコロナ以前の社会に戻るのではなく、新し

い生活様式等の変化も踏まえ、より持続可能な社会の構築を目指す「グリーンリカバリー」

の考えが重要となってきています。 

京都府では現在、令和 32（2050）年に温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指すという目

標を掲げ、社会全体の脱炭素化に向けた取組を総合的に推進するため、地球温暖化対策条

例等の見直しを進めており、廃棄物処理の分野においても、温室効果ガスを増大させる原

因であるプラスチックごみの焼却を減らすべく、２Ｒを進めることとしております。また、

見えないプラスチックであるマイクロプラスチックの発生を抑制するという観点からも、

プラスチックごみのライフサイクルの上流側における２Ｒを推進することは不可欠であり

ます。 

こうした状況を踏まえ、この度、現在策定中の「第３次京都府環境基本計画」に掲げた

「2030年を目途に推進すべき重点的取組」に係る当面の施策を「京都府プラスチックごみ

削減実行計画」として取りまとめました。 

 

 

 

京都府プラスチックごみ削減実行計画 

計画策定の趣旨 
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１ プラスチックごみの処理状況 
一般廃棄物としてのプラスチックごみは、廃棄物処理法に基づき市町村が処理を行う

こととなっていますが、府内の市町村において分別回収された容器包装プラスチックは、

排出量が約２万トンであり、容器包装リサイクル法（以下「容リ法」という。）に基づく

指定ルートによりマテリアルリサイクル※１又はケミカルリサイクル※１されています。一

方、分別回収されずに家庭ごみ（燃えるごみ）中に混入しているプラスチックは、市町村

で焼却され、大半がサーマルリカバリー※２されているのが現状です。 

また、産業廃棄物である廃プラスチック類の府内排出量は 11万トンであり、サーマル

リカバリーを含むリサイクル率は 70％と、全国平均の 58％（環境省公表資料）に比べて

高くなっています。この高いリサイクル率は、産業廃棄物処理業者により多くが固形燃

料化されていることによるものと考えられます。 

一方、サーマルリカバリーを除く国内の再生利用率については約２～３割であり、京

都府における再生利用率はさらに低いと推測されます。廃プラスチック類の排出量の約

２割を排出している産業廃棄物の多量排出事業者は、廃棄物処理法において「再生利用

量」の計画及び実績の報告が義務付けられていますが、「再生利用量」の定義が明確に示

されていません。このようにサーマルリカバリーの位置付けが明らかにされていないこ

とが、マテリアルリサイクルの取組が進んでいない原因の一つと考えられます。 

  また、府内の海岸漂着物等の回収量は、海岸漂着物等地域対策推進事業として実施し

ているものだけで毎年約 300 トンあり、組成調査によるとその約５割が漁具等のプラス

チックごみですが、塩分が付着しているため焼却炉にダメージを与えるなどの理由から

リサイクル率が低い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状及び課題 

※１ マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル 

   廃棄物等を原材料として再利用すること。例えば、びんを砕いてカレットにした上で再度び

んを製造する、アルミ缶を溶かしてアルミ缶その他のアルミ製品を製造することなどが再生利

用に当たる。効率的な再生利用のためには、同じ材質のものを大量に集める必要があり、特に

自動車や家電製品といった多数の部品からなる複雑な製品では、材質の均一化や材質表示など

の工夫が求められる。なお、マテリアルリサイクルのうち、廃棄物等を化学的に処理して、製

品の化学原料にすることを特にケミカルリサイクルという場合がある（例：ペットボトルを化

学分解して再度ペットボトルにする等）。（環境省ＨＰから引用） 

※２ サーマルリカバリー 

   サーマルリサイクルとも言われる。廃棄物から熱エネルギーを回収すること。ごみの焼却か

ら得られる熱は、ごみ発電をはじめ、施設内の暖房・給湯、温水プール、地域暖房等に利用さ

れている。リユース、マテリアルリサイクルを繰り返した後でもサーマルリサイクルは可能で

ある。（環境省ＨＰから引用） 



 

 

 

3 

 



 

4 

 

２ 府のこれまでの取組 

（１） 使い捨てプラスチックの削減 

⚫ 市町村と連携した啓発によりマイバッグ・風呂敷・マイボトル等の普及による使い 

捨てプラスチックを削減。 

⚫ 象印マホービン(株)とマイボトル 

普及協定を締結、イベントで給茶ス   

ポットを設置。 

⚫ 市町村と商店街等が共同開催する 

イベントにおいて行うエコバッグ普 

及啓発などのレジ袋削減促進事業を 

支援（市町村への支援）。 

⚫ 監視指導員による休日を含む不法投棄パトロールや通報ダイヤルを設置。 

⚫ 振興局による不法投棄防止看板の設置、街頭啓発や小学生から標語を募集。 

⚫ 河川敷等の不法投棄ごみについて、地域住民の回収活動に対し、廃棄物処理業者と 

協力して撤去を行う「不法投棄やっつけ隊事業」を実施。 

 

（２）プラスチックごみの３Ｒの促進 

⚫ 京都府産業廃棄物３Ｒ支援センター※により、産業廃棄物３Ｒの技術開発、施設整 

備、販路開拓事業、ＩｏＴ（Internet of Things（モノのインターネット））導入事 

業を支援（令和元年度から、先進的な廃プラスチック類の３Ｒ施設整備の補助率を 1/3 

→2/3に嵩上げ）。 

⚫ 事業者を対象としたプラスチック問題に関する講習会を開催。 

⚫ 事業者向け冊子「３Ｒのすすめ」によりプラスチック問題や先進事例を情報発信。 

⚫ スマートセンサーを排出事業所に設置して効率的な廃プラスチック類の回収を行 

う実証事業を実施（→運搬車両から排出されるＣＯ２を約 20～30％削減）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一般社団法人京都府産業廃棄物３Ｒ支援センター 

事業内容： ①産廃３Ｒ専門家派遣事業 

      ②３Ｒ技術開発等支援補助事業   ワンストップで 

      ③産廃３Ｒ情報提供事業      事業者を支援 

      ④３Ｒ人材育成事業 

構成団体：  京都商工会議所、京都府中小企業団体中央会、（一社）長田野工業センター、                  

        (公社)京都工業会、(公社)京都府産業資源循環協会、(NPO法人)ＫＥＳ環境機構､     

            京都府、京都市 
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（３）海洋プラスチックごみ（海岸漂着物等）対策 

⚫ 京都府環境フェスティバルにおいて海岸漂着物等の実物展 

示を実施。 

⚫ 府民向けセミナーで海洋プラスチックごみやマイクロプラ 

スチック※３に係るワークショップを実施。 

⚫ 市町村が実施する海岸漂着物等の処理や発生抑制事業に要 

する費用を補助。 

 

 

 

 

 

３ 課 題 
（１）使い捨てプラスチックの問題  

⚫ 過剰なプラスチックの使用を減らすことが必要 

国内のプラスチック樹脂消費量は近年増加傾向にあるとともに、コロナ禍において

テイクアウト等によるプラスチック容器包装の需要が１割程度増加。 

⚫ 個別のプラスチック製品の排出・処理の実態が不明 

紙おむつ、たばこ（フィルターはアセテート繊維というプラスチックで構成）等の

個別のプラスチック製品の２Ｒを推進するためには、その排出・処理の実態を把握し

た上で対策を講じることが必要。 

⚫ レジ袋非辞退者への対応など消費者の意識改革が必要 

レジ袋有料義務化後もレジ袋辞退率は８割程度と見込まれており、辞退しなかった 

理由の調査分析とともに、これまで以上に意識改革を進めることが必要。 

⚫ リサイクル率が低い食品トレー等への対応が必要 

食品トレー等の一部は店頭回収されているものの、市町村によって分別率（プラス 

チックごみ排出量のうち容リ法に基づき分別収集した量）に大きく差が出ているため、 

市町村の実態を踏まえた上でその取組を支援していくことが必要。 

⚫ プラスチック代替品の普及拡大が必要 

プラスチックは環境中で砕け、マイクロプラスチック化することから、環境への負 

荷を少しでも軽減するためには、まずプラスチックの過剰な使用を減らし、プラスチ 

ックごみを環境中に流出させないことが必要。その上で、生分解性プラスチック※４や 

バイオマスプラスチック※５などプラスチック代替品の普及拡大が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸漂着物とプラスチックごみ

を考えるワークショップ 

（各自でﾏｲｸﾛﾌﾟﾗｽﾁｯｸを選別） 

※３ マイクロプラスチック 

サイズが５mm以下の微細なプラスチックごみ 

（環境省ＨＰから引用） 

※４ 生分解性プラスチック 

通常のプラスチックと同様に使うことができ、使用後は自然界に存在する微生物の働きで、

最終的に水と二酸化炭素に分解され自然界へと循環するプラスチック。食品残渣等を生分解性

プラスチックの収集袋で回収、堆肥化・ガス化することにより、食品残渣は堆肥やメタンガス

に再資源され、収集袋は生分解されるため、廃棄物の削減に繋がる。（環境省ＨＰから引用） 

※５ バイオマスプラスチック 

   再生可能なバイオマス資源を原料に、化学的または生物学的に合成することで得られるプラ

スチック。それを焼却処分した場合でも、バイオマスのもつカーボンニュートラル性から、大

気中の CO2の濃度を上昇させないという特徴がある。これにより、地球温暖化の防止や化石資

源への依存度低減にも貢献することが期待される。（環境省ＨＰから引用） 
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（２）プラスチックごみの３Ｒの問題  

⚫ プラスチックごみの排出抑制が必要 

事業活動に伴って排出されるプラスチックごみを抑制する取組は、プラスチックご 

みを多量に排出する事業所から始めることがより効果的であり、そのためには排出実 

態を把握する制度や排出抑制の動機付けとなる制度が必要。 

また、２Ｒの施設整備をさらに進めるために、産業廃棄物３Ｒ技術開発等支援補助 

金（京都府産業廃棄物３Ｒ支援センター）の積極的な活用を進めることも必要。 

⚫ マテリアルリサイクル・ケミカルリサイクルの一層の推進が必要 

様々な素材が複合して使用されているプラスチックごみは、マテリアルリサイクル

が難しく、製造段階でのリサイクルしやすい開発設計が必要。 

ケミカルリサイクルについては、高炉・コークス原料利用、ガス化及び油化等のリ

サイクル施設が近隣にほとんどないのが現状。 

汚れたプラスチックごみは洗浄が必要でありコスト的にサーマルリカバリーが優先。 

  

（３）海洋プラスチックごみ（海岸漂着物等）の問題  

⚫ 海岸漂着物等の回収・処理に当たってはリサイクルが進んでおらず、コスト高 

海岸漂着物等の処理の主体は関係市町が担っており、その財源の大部分は国庫補助

金を活用しているが、外部委託処理されているケースが多く、コストが高くなっている

状況。 

また、海岸漂着物は塩分を含んでいるため、焼却炉にダメージを与えることから埋

立処分が多く、リサイクルが進んでいない。 

さらに、海岸漂着物を回収する担い手不足も深刻であり、関係市町による回収・処

理の負担軽減が必要。 

⚫ 海岸漂着物等対策は発生抑制対策が必要 

海岸漂着物は川から流れてきたごみが原因にもなっており、内陸域（上流域）での

発生抑制対策が重要。内陸域の方に発生抑制対策が重要であることを分かってもらえ

るように、どこに流れ着くのかを可視化するための調査・啓発を行うとともに、内陸域

の河川を中心とした清掃活動、マイクロプラスチック問題に関する啓発など流域全体

を含めた取組が必要。 

⚫ プラスチック製漁具など漂流ごみ等の回収体制の構築が必要 

府内の海岸漂着物等の約５割がプラスチックごみで、その半分程度は漁具などの漂

流ごみからのものであるが、漂流ごみ等については回収体制が構築されていないこと

が課題。 
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＜計画対象期間＞ 令和２（2020）年度～令和５(2023)年度 

 

＜方向性＞ 

⚫ 使い捨てプラスチックの削減 

全ての市町村において、容器包装のリデュースや効率的な回収に向け、小売業者と

連携した取組を行います。 

個別のプラスチックごみの削減については、その実態を把握した上で効果的な対策

に取り組みます。 

⚫ プラスチックごみの３Ｒの促進 

廃プラスチック類を大量に排出する事業所を重点的に廃プラスチック類の排出抑制

を促進するとともに、マテリアルリサイクル・ケミカルリサイクルの推進につなげま

す。 

⚫ 海洋プラスチックごみ対策 

全ての市町村において、企業等と連携し、内陸域と一体となったプラスチックごみ

発生抑制対策に取り組みます。 

 

 

（参考）国等の中長期的な数値目標 

⚫ プラスチック資源循環戦略のマイルストーン 

① 2030年までにワンウェイプラスチックを累積 25％排出抑制 

② 2025年までにリユース・リサイクル可能なデザインに 

③ 2030年までに容器包装の６割をリユース・リサイクル 

④ 2035年までに使用済プラスチックを 100％リユース・リサイクル等により有効利用 

⑤ 2030年までに再生利用を倍増 

⑥ 2030年までにバイオマスプラスチックを約 200万トン導入 

⚫ 大阪ブルー・オーシャン・ビジョン 

   海洋プラスチックごみによる新たな汚染を 2050年までにゼロ 

 

基本的な施策の方向性 
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１ 使い捨てプラスチックの削減について 

（１）プラットフォームの設置 

使い捨てプラスチックの削減に資する小売業者や飲食店等の取組を支援できるよ

う、関係事業者団体、消費者団体、行政関係機関からなるプラットフォームを設置

します。 

また、消費者がプラスチック素材の過剰包装を断るなどのライフスタイルへ円滑

に移行できるよう、京都エシカル消費推進ネットワーク等と連携して、消費者団

体、製造から小売までの幅広い事業者団体や行政関係機関からなるプラットフォー

ムを設置します。 

（２）小売業者等向けの取組 

⚫ リユース容器による量り売りなど小売業者等の取組支援 

リユース容器を用いた量り売りの積極的な導入、耐久財に対する修理や修繕の積極

的な実施などの小売業者の取組や、ストローやプラスチック製スプーンをはじめとす

る使い捨てプラスチック製容器包装・製品について、過剰な使用の削減や代替素材へ

の転換など、飲食店等の取組を支援します。 

⚫  食品トレーや食材容器の効率的な回収・リサイクルシステムの普及の推進 

リサイクル率が低い食品トレー等について、食品トレー等の製造・流通事業者・自 

主回収店舗等と連携することで、食品トレー等の焼却・埋立量を減らす効率的な回 

収・リサイクルシステムの普及を推進します。 

⚫  レジ袋有料義務化に伴う収益金の寄附の促進 

レジ袋有料義務化に伴う小売業者の収益の寄附金を活用して、海岸清掃活動への支 

援などのプラスチック削減事業に取り組みます。また、寄附をいただいた企業につい 

ては京都府ホームページ等で情報発信することにより、取組を拡げることとします。 

（３）消費者向けの取組 

⚫ プラスチック削減に係る府民向け啓発 

市町村等と連携して、引き続き次の啓発に取り組みます。 

ア マイバッグや風呂敷の利用拡大のための啓発 

市町村と連携してイベント等において様々な素材によるマイバッグや風呂敷の普

及を推進します。 

イ マイボトル普及推進のための啓発 

環境分野に関する連携協定を締結した事業者や市町村と連携してイベントや協力

店舗でのマイボトル普及や関西広域連合と協働したマイボトル割の普及を推進しま

す。 

⚫ レジ袋非辞退者の意識調査 

レジ袋有料義務化後のレジ袋非辞退者に対する意識調査を実施します。 

 

 

目標達成のための具体的施策 
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⚫ 紙おむつ等のリサイクルに向けた実態調査 

今後ますます需要が拡大すると考えられる紙おむつ等個別のプラスチック製品の処

理状況について調査を実施するとともに、必要な対策を検討します。 

⚫ ポイ捨て、不法投棄禁止の啓発 

ポイ捨てされたプラスチックごみ（レジ袋、ペットボトル、タバコの吸い殻等）は

環境中で分解してマイクロプラスチックとなるおそれがあることから、これらのポイ

捨て・不法投棄禁止について、市町村と連携して啓発を行います。 

⚫ 府の率先実行等 

府の施設や主催する行事等において、府庁自らがプラスチックごみの２Ｒに率先し

て取り組むとともに、市町村へも呼びかけて連携的な取組を推進します。 
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２ プラスチックごみの３Ｒの促進について 

⚫  事業者プラスチックごみ削減計画の策定の推進 

大規模排出事業所（廃棄物処理法に基づく産業廃棄物の多量排出事業者や京都府地 

球温暖化対策条例に基づく特定事業者など）から廃プラスチック類の削減計画の提出

を求めることにより、排出の実態を正確に把握するとともに、その取組等を評価する

仕組みを構築します。また、アドバイザーを派遣し、計画策定等を支援するととも

に、先進的に取り組む事業者を認証することにより、発生抑制、マテリアル・ケミカ

ルリサイクルの推進につなげます。 

 

  

 

 

⚫  ３Ｒに係る研究開発や施設整備への支援の充実 

事業者における３Ｒに係る施設整備や技術開発をアドバイザーの派遣により一層進め 

るとともに、プラスチック製品の生産～流通～消費～回収～廃棄の各段階に必要な事業 

者支援を重点的に行うため、課題解決型のテーマごとのプラットフォームを設置し、廃 

プラスチック類の３Ｒの実証・実施を推進します。 

 

［テーマ例］  

① ノントレー包装の導入、プラスチック製品のリユース、リフィル、リペア及びシェ 

アリングサービス等の推進 

② 給茶スポット設置場所アプリ等の活用によるペットボトルの削減 

③ ＩｏＴを活用した廃プラスチック類の効率的な回収事業を府内全体に展開 

マテリアルリサイクル等への転換

現在の制度

今後の制度

全てのプラスチック排出量 〇〇ｔ

再生利用量 〇〇ｔ

熱回収量 〇〇ｔ

焼却等量 〇〇ｔ

プラスチックの種類

（例）ポリエチレン、ポリプロピ
レン

リサイクルの課題

（例）汚れプラスチックが多い
ため、リサイクル方法がサー
マルリサイクルになってること。

種類別のプラスチック排出量 〇〇ｔ

マテリアルリサイクル量 〇〇ｔ □□㈱
（委託先）

ケミカルリサイクル量 〇〇ｔ △△㈱

サーマルリカバリー量 固形燃料 〇〇ｔ ××㈱

発電焼却 〇〇ｔ ㈱□□

熱利用焼却 〇〇ｔ ㈱△△

焼却量 〇〇ｔ ㈱××

埋立量 〇〇ｔ ㈱××

削 減 計 画 の イ メ ー ジ
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⚫ 先進的に取り組む事業者の公表 

廃プラスチック類の２Ｒに先進的に取り組んでいる事業者を公募し、その取組内容

を京都府ホームページで情報発信します。 

⚫ プラスチック削減ビジネスモデルの展開 

リユースによる廃プラスチック類の削減や、代替材による使い捨てプラスチックの

削減に資するビジネスモデルの展開を支援します。 

⚫ ケミカルリサイクル施設の情報発信等 

ケミカルリサイクル施設の情報収集と発信を行うとともに、排出事業者とリサイク

ル事業者間のコーディネートを行います。 

  

＜令和２年度事業＞ 

・対 象： 廃プラスチック類の効率的な回収やリサイクルの高度化に向けた調査・研究を

複数企業と共同実施（プラットフォーム）や、プラスチック代替製品の開発等

への支援 

・補助率： ２／３ 

（上限 10,000千円） 
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３ 海洋プラスチックごみ対策について 

（１）海岸漂着物等の円滑な回収・処理の推進 

⚫ 海岸漂着物等の回収・処理 

ア 関係市町に対する支援 

関係市町に対し、海岸漂着物等の処理に必要な情報の提供及び技術的支援を行う

とともに、ボランティア活動による海岸漂着物の回収・処理を促進します。 

また、国に対しては、海岸漂着物等の回収処理を支援するために十分な国庫補助

額（海岸漂着物等地域対策推進事業）の確保を要請します。 

さらに、海岸漂着物等の処理コスト高の原因となっている塩分対策は、全国的な

課題であり、引き続き国に対して必要な取組を提案します。 

イ 企業等との連携による回収促進 

海岸漂着物等の回収の担い手不足を改善するため、プラスチック製品を製造・販 

売する企業やボランティア等と連携しながら、清掃活動による回収を促進します。 

ウ 関係市町・漁業者と連携した漂流ごみ等の回収を促進 

  関係市町・漁業者と連携し、国の補助制度を活用した漁業者による漂流ごみ等の

回収を促進するとともに、地元漁業者の適切な漁具の管理による海洋への流出抑制

対策を推進するための連携体制を構築します。 

⚫ 海岸漂着物等実態把握調査 

関係市町と連携し、調査地点を定めて、毎年度、組成、量等を継続的に調査するこ

とにより、海岸漂着物等の実態把握や河川からの影響を把握し、毎年度、京都府のホ

ームページで情報発信を行い、発生抑制対策につなげます。 

（２）海岸漂着物等の発生抑制対策の推進 

⚫ 内陸域を含めた市町村、企業と連携した清掃活動等の促進 

ア 清掃活動の促進 

内陸域から河川を経て海域に流出する海岸漂着物等の発生を抑制するため、京都

府は市町村や企業と連携し、河川敷でスポーツＧＯＭＩ拾いを実施するなどして、

由良川や保津川での地域の団体等による取組の拡大を図り、内陸域から海岸漂着物

等の効果的な発生抑制を行います。 

イ 環境教育・啓発の推進 

海岸管理者等、府及び市町村は、清掃活動や環境教育の場において、海岸保全の

重要性や地元の方々の取組の紹介等を行うとともに、様々な広報媒体も活用しなが

ら、京都府の海岸の価値とその保全の大切さについての情報を広く発信します。 

⚫ 不法投棄の防止 

海岸管理者等は海岸利用者（住民、観光客等）や占有者等に対して適正な海岸利用を

働きかけるとともに、海岸におけるたばこ、ペットボトル等のポイ捨て防止等の対策を

推進します。 

また、京都府及び市町村は、海岸漂着物等の発生源となる廃棄物の不適正な排出や

不法投棄を防止するため、廃棄物の適正処理指導や監視パトロールの強化、警察との

連携による厳格な指導等、早期発見・早期着手・早期解決に向けた対策を推進します。 

⚫ 海洋生分解性プラスチックの普及支援とマイクロプラスチックに係る情報収集 

海洋生分解性プラスチックの開発・普及状況やマイクロプラスチック対策について

情報収集等を行うとともに、開発事業者等に対して必要な支援を行います。 
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⚫ 目標達成に向けて、京都府が中心となって各種施策を推進するとともに、取組をよ

り効果的に進めていくため、市町村、大学、企業、ＮＰＯなどと連携して各施策に

取り組みます。 

⚫ また、庁内関係部局で一体となって各種施策に取り組むとともに、進捗状況を毎年

把握・評価を行った上で、評価結果を京都府環境審議会廃棄物・循環型社会形成部

会で検証し、ＰＤＣＡサイクルにより進行管理を行います。毎年の評価結果につい

ては、京都府のホームページにおいて公表します。 

  ＜毎年、評価結果を公表する取組＞  

一
般
廃
棄
物 

一人当たりのプラスチックごみ排出量 

一人当たりの容器包装プラスチックごみ排出量 

プラスチックごみの分別率、リサイクル率、再生利用量 

プラスチック容器包装の回収量 

産
業
廃
棄
物 

大規模排出事業者（業種別）のリサイクル率、リサイクル量 

大規模排出事業者（業種別）の再生利用率、再生利用量 

海
岸
漂
着
物
等 

海岸漂着物等の組成 

海岸漂着物等の回収量 

そ
の
他 

啓発活動の実施回数（マイボトル普及など） 

情報発信の実施回数（環境教育など） 

 

  

実行計画の推進 
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･プラスチック削減ビジネスモデルの展開

３　海洋プラスチックごみ対策

２　プラスチックごみの３Ｒの促進

・海岸漂着物等の回収・処理

・海岸漂着物等実態把握調査

(1)海岸漂着物等の回収・処理の推進

・内陸域を含めた市町村、企業と連携した清掃活動の促進

・紙おむつ等のリサイクルに向けた実態調査

・ポイ捨て、不法投棄禁止の啓発

・先進的に取り組む事業者の公表

１　使い捨てプラスチックの削減

令和２年度

・３Ｒに係る研究開発や施設整備への支援を充実

・ケミカルリサイクル施設の情報発信等

・レジ袋非辞退者の意識調査

・府庁の率先実行等

(2)小売業者等向けの取組

・リユース食器による量り売りなど小売業者等の取組支援

(3)消費者向けの取組

(1)プラットフォームの設置

令和３年度 令和４年度 令和５年度

・食品トレーや食材容器の効率的な回収・リサイクルシステムの普及の推進

・レジ袋有料義務化に伴う収益金の寄附の促進

・プラスチック削減に係る府民向け啓発

(2)海岸漂着物等の発生抑制対策の推進

・海洋生分解性プラスチックの普及支援とマイクロプラスチックに係る情報収集

・不法投棄の禁止

工程表（ロードマップ） 
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参考資料 

 

市町村プラスチックごみの排出状況（平成 29 年度実績） 出典：一般廃棄物処理事業実態調査 
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出典：平成 26年経済センサス－基礎調査（事業所数） 

 平成 27年度京都府産業廃棄物実態調査（処理フローにおける各工程量） 

 産業廃棄物処理計画実施状況報告書（平成 30年度実績） 

事業所・業種別プラスチックごみの排出状況  単位トン 
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舞鶴市 
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  与謝野町 
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宮津市 
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狭
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岩田海岸 

瀬崎漁港海岸 

 海洋プラスチックごみの回収状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             令和２年 10月に岩田海岸（京丹後市）、瀬崎海岸（舞鶴市）で調査 

 

市 町 重点区域数 
回収した海岸漂着物（ｔ） 

R1 H30 H29 H28 H27 

京丹後市 26 249.3 232.4 144.1 113.3 111.7 

宮津市 13 17.1 22.2 42.6 26.6 14.1 

舞鶴市 4 37.0 43.6 97.5 43.6 32.4 

伊根町 5 7.1 7.1 5.9 4.5 7.1 

与謝野町 1 5.1 21.8 3.3 2.4 3.6 

合計 49 315.6 327.1 293.4 190.4 168.9 

        （京都府海岸漂着物等地域対策推進事業実績報告書から抜粋）⇒大半が直接埋立処分 

37%

1%

0%
1%

17%

44%

瀬崎漁港海岸（舞鶴市）

漁具15％

62%

3%0.1%

1%

14%

1% 19%

岩田海岸（京丹後市）

漁具

40.4％

62%

3%

0.1%

1%

14%

1%

19%

重量

プラスチック

ゴム

ガラス、陶器

金属

木（木材等）

電化製品、電子機器

流木等


